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日本行政書士会連合会被災者相談センター福島事務所
＜対面相談・電話相談（予約制）＞
電話番号：024－973－7163（予約専用）
　　　　　通話料はお客様負担となります。
相談時間：13：00～16：00　毎週水曜日（祝祭日・年末年始休業）
所 在 地：福島県郡山市堂前町10番10号

■

東日本大震災及び熊本地震により、亡くなられた方々の御冥福をお祈り申し上げるとともに、被災された皆様には心からお見舞い
申し上げます。　一日も早い復興を心からお祈り申し上げます。
東日本大震災の被災に係る各種行政手続、今後の暮らしや事業の悩みなど、電話による無料相談を実施しています。
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　顧みれば、平成２７年６月に日行連会長に就任し、４年の月日が過ぎ去ろうとしています。この間、会長と
して多くの方からの様々な声を受け止めながら、日々熟慮を重ね、私なりに日行連の方向性を定めて取り組
んでまいりました。

＜基盤の整備＞
　これまでも本誌に書いてきたとおり、私は日行連の基盤整備を進め、行政書士制度の土台を強固なものと
することに重点を置いてきました。
　会員の皆様に対してはもちろん、国民の皆様にも行政書士法への理解を深めていただくべく、日行連が蓄
積した情報の分析と研究の成果として、日行連による行政書士法の解釈・考え方を『条解行政書士法』とし
て上梓しました。制度の過去を紐解きながら将来への道しるべとすべく、私が会長に就任して直ちに構想を
練り、関係者の多大なる努力によって実現したものです。「第一分冊（業務編）」であり、条解としては未完
ですが、重要な条項について取り上げたもので、非常に大きな一歩でありました。
　日行連の基盤を整備するという点でもう一つ重要なことが、業務執行体制の見直しでした。３０年以上にわ
たる私の日行連・単位会での役員経験を踏まえ、これからの日行連に最も必要なものだと考えて構想したの
が制度調査室でした。準備的な位置付けとして発足させた「行政書士制度調査委員会」を経て、本年４月の
理事会で規則を制定し、「行政書士制度調査室」を設置しました。役員の改選が行われる度に継承が難しい案
件や情報の取得・蓄積など諸々のことを考え、制度調査室の実質的な運用開始に向けて取り組んでいます。
日行連における制度調査室の位置付けとしてはまだ十分ではなく、近い将来には規則ではなく会則に盛り込
みたいと考えています。

＜総会質問事例集＞
　日行連総会においては、例年、議案への質問が１００本以上となることが繰り返されていました。総会質疑の
成果をより確実なものとし、あわせて総会における限られた質疑応答の時間を充実させるべく、過去の総会
における質疑応答内容を整理しまとめたものを「総会質問事例集」として発行し、それを各単位会に配付し
ました。まもなく令和元年度の定時総会が開催されますが、この取組は今後も継続してまいりたいと思いま
す。

＜特定行政書士＞
　私が会長に就任する前年に成立した法改正に伴い、前会長の意向を踏まえながら、初めての特定行政書士
の誕生に向けて全力を注ぎ、これまで３,９１２名の特定行政書士が誕生しました。紛争性のある事案を取り扱う
行政不服申立て代理業務という新たなフィールドへの門戸が開き、実際に多くの特定行政書士が活躍するこ
とで、国民や行政からの多様なニーズに応える行政書士像の確立につながっているものと思います。

＜OSS＞
　自動車保有関係手続のワンストップサービス（OSS）の対象地域・手続の拡大に伴う対応については、国
の施策、国民の利便向上、そしてこの分野を扱う会員の立場など、各方面に配慮した上で日行連としての判
断を迫られ、夜も眠れないほど思い悩んだ日々がありました。日行連の会長として、全国の会員の皆様に対
する大きな責任を改めて感じました。行政書士による封印制度の創設など、業務環境の整備にも全力を注ぎ
ましたが、それでも会員の皆様は満足していないことに大変心を砕いています。
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＜制度のPR＞
　「行政書士は知名度がない」という声をしばしば耳にします。善処を求める意見も多いのですが、現実は
厳しいものがあります。会員の皆様は「行政書士として誇りがある」と言いながらも、例えば事務所の看板
を「○○法務事務所」等として行政書士の文言を使用しない会員も多くいます。また、ごく最近でも国会議
員の先生が御挨拶の中で行政書士のことを他の資格と誤って述べられたことがありました。今年に入って少
なくとも３回は聞きました。このような現実をなんとか打破しようと、日行連公式キャラクターのユキマサ
くんをゆるキャラグランプリに２年連続で参加させ、２年目の挑戦で企業・その他部門で第７位（参加４２２
体中）となりました。しかしながら、一方では会員の半数でも積極的に投票いただけていたら、順位はもち
ろんのこと、国民の皆様により行政書士をPRできたのではないかとも思います。制度のPRと私たち会員自
らが行政書士制度に誇りを持つこととは、密接につながっているのだということを実感しました。
　会報やホームページの充実はもちろん、将来を見据えて法教育への取組にも力を入れ、行政書士をアピー
ルし続けています。また、予算に限りはありますが、今後はメディアへの露出の必要性も感じているところ
です。

＜行テラス＞
　本年２月には、行政書士による総合的な相談窓口として「行テラス®」をスタートさせました。これまで
も私たちは社会貢献として、官公署を始め様々な場所で無料相談会を行ってきましたが、それを全国統一し
て国民の皆様に親しみやすく覚えやすい名称で行いたいとの想いがあります。将来は学会構想を始めとして
行政書士制度の未来戦略につながるものとしていきたいと考えています。

＜法改正＞
　行政書士法改正の推進については、重点３項目（目的規定の明確化、コンプライアンスの向上、一人法人
の許容）を早期に、できる限り今国会で改正していただけるよう、各党議員連盟の先生方を始め国会議員の
皆様にお願いしているところです。議員立法のため、全ての党、議員の先生方に御理解をいただくことが必
要であり、時間との戦いでもあります。
　私自身が会長になって感じたことですが、法改正に関しては、全体の運び（全体・詳細のスケジュール、
議員連盟や各党への要望活動の仕方、省庁への説明や対応、他士業への説明など）を取りまとめて引継ぎを
し、蓄積と改善を重ねる必要があります。そして更に重要なことは、国会議員の皆様、関係省庁、他士業団
体等と常日頃から信頼関係を築くことです。何事も信頼の中にあって物事が進むということは間違いありま
せん。私は日行連の会長として信頼を得ることができるよう、従来の何十倍も接触を試みて全力を尽くして
きましたが、やはりそれなりの年月が必要です。以前、本誌に書きましたが、会長が一期目の２年間では思
うところに到達できないと感じている所以です。

＜会の将来、制度の将来＞
　この６月の定時総会において、役員の改選があります。全くもって当然のことではありますが、役員にな
り日行連を背負うには、その者が役職に就きたいかどうかではなく、成し遂げたい目標・理想がどこにあり、
どのような信念を持っているかが問われます。制度政策をどう捉えるか、また、どのような結果をもたらす
か。変化の流れが速いこの時代にあっては、１年の足踏みは３年から５年の遅れとなります。行政書士制度
の未来を確固たるものにするということは、会員の皆様それぞれの責任でもあります。

　時代は変わり、令和元年となりました。日本社会は人口が減少し、経済を維持するために外国人材の受入
れ拡大を始めました。所有者不明土地問題への対策が急がれ、超高齢社会にあっては成年後見制度の利用促
進が求められています。来るべきAI時代における行政書士の活用方についても推進を図る必要があります。
　大きな変革の渦の中にあっては、私たち一人ひとりがしっかりと地に足をつけ、今を大事にしなければ、
未来は拓けません。私たち行政書士は、国民の利便に資する中で官公署に対してもまた利便に資するべきで
す。国民の皆様、官公署、そして私たち行政書士がしっかりとつながり、それを保つことができれば、それ
ぞれに明るい未来があります。
　私は、日本行政書士会連合会という大きな組織の中で、誇りを持って、冷静に、そして誰よりも熱くあり
たいと思っています。会員の皆様とともに、一丸となって行政書士制度の明るい未来を築いていかなければ
ならないと、強く感じています。



2019.6　No.559 3

S
P
E
C
IA
L R
E
P
O
R
T

　今回は、建設業に馴染みのある行政書士に関係がある、①建設業に関連の深い環境関連法、
②環境関連法の主な届出、③環境関連法を補う環境条例、について御紹介いたします。

環境関連法（略称にて表記）関連項目
環境基本法／環境影響評価法／公害防止組織法／環境教育等による環境保全の取組の促進
に関する法律／環境情報提供促進法基 本 的 事 項

温暖化対策推進法／省エネ法／建築物省エネ法／再生可能エネルギー特措法／オゾン層保
護法／フロン排出抑制法地球温暖化・エネルギー関連

大気汚染防止法／自動車NOx・PM法／オフロード法大 気 汚 染 関 連
水質汚濁防止法／下水道法／湖沼水質保全特別措置法／瀬戸内海環境保全特別措置法／海
洋汚染防止法／浄化槽法／水道水源法／水道原水法／水道法／河川法／海岸法／工業用水
法／ビル用水法

水 質 汚 濁 関 連

土壌汚染対策法／農用地土壌汚染防止法／農薬取締法／肥料取締法土 壌 汚 染 関 連
騒音規制法／振動規制法／悪臭防止法騒音・振動・悪臭関連
廃棄物処理法／産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律／バーゼル法
／PCB処理特別措置法／放射性物質汚染対処特措法／水銀環境汚染防止法廃 棄 物 処 理 関 連

循環型社会形成推進基本法／資源有効利用促進法／容器包装リサイクル法／家電リサイク
ル法／小型家電リサイクル法／建設リサイクル法／食品リサイクル法／自動車リサイクル
法／グリーン購入法

循 環 型 社 会 関 連

化審法／PRTR法／ダイオキシン類対策特別措置法／水銀環境汚染防止法／毒劇法／食品
衛生法／有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律／労働安全衛生法／消防法／高
圧ガス保安法／ビル管理法／放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

化学物質・安全衛生関連

生物多様性基本法／自然環境保全法／自然公園法／鳥獣保護法／種の保存法／水循環基本
法／温泉法／森林法クリーンウッド法自然環境・生物関連

工場立地法／都市計画法／都市公園法／都市緑地法／建築基準法／生産緑地法／景観法／
文化財保護法／地域未来投資促進法土 地 利 用 関 連

●スペシャルリポート　許認可業務部　建設・環境部門

建設業と環境関連建設業と環境関連法法

＜許認可業務部　建設・環境部門＞

はじめに（建設業界の現状と課題） はじめに（建設業界の現状と課題） 
　近年、東京オリンピック・大阪万博の開催準備や大規模な自然災害の復興事
業も重なり、建設業界の需要と期待は高まっています。
　この建設業界を取り巻く主な課題として、深刻な人材不足が挙げられます。
今、現場で活躍している世代が定年を迎える頃には、更に問題が深刻化するこ
とが予想されるため、外国人の技能者活用も積極的に推進されている現状があ
ります。
　また、もう１つの重要な課題として、「環境問題」が挙げられます。
　建設業は、他の業種と比べて「環境」に大きな影響を与えており、建築物や
工作物のライフサイクル（計画⇒施工⇒改修⇒解体）全体において、資源・エ
ネルギーの使用・消費、温室効果ガスや建設廃棄物の排出等により、多大な環境負荷を発生させています。特
に、建設工事に伴う建設廃棄物については、産業廃棄物全体の約５分の１を占めると言われています。
　

 建設業と環境関連建設業と環境関連法法 
　建設業の環境負荷を管理するために、建築物等の計画、施工、改修、解体の各段階において、多くの環境
に関連する法令（環境関連法）が存在します。この環境関連法は、様々な関連項目に対応するために年々増
加し、複雑な構成となって、現在では約８０法も存在しています。
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①　建設業に関連の深い環境関連法
　建築物のライフサイクル（計画⇒施工⇒改修⇒解体）全体を通して、適用が想定される

代表的な環境関連法には、以下のものがあります。

　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針の策定について定めるとともに、一定規模
以上の建築物の建築物エネルギー消費性能基準への適合性を確保するための措置、建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定その他の措置を講ずることにより、省エネ法と相まって、建築物のエネルギー消
費性能の向上を図ることが目的です。建築主は、床面積３００平方メートル以上の建築物の新築・増改築の
際には、工事に着手する日の２１日前までに所管行政庁への届出が必要となりました。

建築物省エネ法計　画

　工場及び事業場における事業活動並びに建設工事に伴って発生する相当範囲にわたる騒音・振動につ
いて必要な規制を定めています。建設業では、くい打機など、建設工事として行われる作業のうち、著
しい騒音・振動を発生する作業であって政令で定める作業を規制対象とし、都道府県知事等が規制地域
を指定するとともに、騒音・振動の大きさ、作業時間帯、日数、曜日等の基準を定め、市町村長が規制
対象となる特定建設作業に関し、必要に応じて改善勧告等を行います。

騒音・振動規制法施　工

　大気汚染に関して、工場・事業場からのばい煙や粉じんの排出規制、揮発性有機化合物（VOC）の排
出抑制、有害大気汚染物質対策、自動車排出ガスに係る許容限度を定めています。
　建設業では、特定粉じん（石綿）に係る規制があり、工場・事業場の敷地境界における大気中濃度の
基準や、吹き付け石綿等が使用されている建築物等の解体・改造・補修する作業における届出や作業基
準が規制されています。

大気汚染防止法改　修

　汚染の可能性のある土地について、一定の契機（特定施設の廃止時など）を捉えて土壌汚染状況調査
を行うことや、調査の結果、土壌の汚染状態が指定基準を超過した場合に講ずべき措置内容、汚染土壌
の搬出等に関する規制等を定めています。対象となる特定有害物質は、地下水等を経由した摂取リスク
を踏まえて２６物質（VOC、重金属、農薬等）の土壌溶出量基準と、土壌からの直接摂取リスクを踏まえ
た９物質（鉛、水銀等の重金属）の土壌含有量基準が定められています。

土壌汚染対策法改　修

　特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設資材、木材、アスファルト・コンク
リート）について、分別解体等（建築物等の解体工事や新築工事等において建設資材廃棄物を種類ごと
に分別し、工事を施工する行為）及び再資源化（再資源化及び縮減［焼却、脱水、圧縮等により大きさ
を減ずる行為］）を促進するとともに、解体工事業者の登録制度を実施することで、資源の有効活用及
び廃棄物の適正処理を図ることが目的です。対象建設工事の発注者又は自主施工者は、工事着手の７日
前までに届出が必要になります。

建設リサイクル法解　体
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②　環境関連法の主な届出
　建設業を取り巻く様々な環境課題について、以下の環境関連法の届出が必要です。

届出書類名（略称）届出事由対象法令（略称）環境課題

ばい煙発生施設設置届出書
一般粉じん発生施設設置届出書
特定粉じん排出等作業実施届出書

ばい煙発生施設の設置
一般粉じん発生施設の設置
特定粉じん排出工事の届出

大防法6条
大防法18条1
大防法18条15

大 気 汚 染

特定施設設置の届出
浄化槽設置届出書等
公共下水道使用開始届
特定施設設置届出書
汚水の排出届

特定施設（有害物質貯蔵施設）の設置
浄化槽の設置、変更、廃止等
公共下水への放流
水濁法の特定施設等の設置
河川への汚水排出

水濁法5条1項
浄化槽法5条
下水道法11条2
下水道法12条3
河川法施行令16条5

水 質 汚 濁

特定施設設置届出書
特定建設作業実施届出書

特定施設の設置
指定地域における特定建設作業

騒音規制法6条
騒音規制法14条

騒 音 規 制

特定施設設置届出書
特定建設作業実施届出書

特定施設の設置
指定地域における特定建設作業

振動規制法6条
振動規制法14条

振 動 規 制

土地の形質の変更届出書
土地の形質の変更届出書
区域外搬出届出書

一定の規模以上の土地の形質変更
形質変更時要届出区域の形質変更
汚染土壌の搬出

土壌汚染対策法4条1
土壌汚染対策法12条
土壌汚染対策法16条1

土 壌 汚 染

産廃事業場外保管届出書
産廃排出事業所届出書
産廃処理責任者設置報告書
特管産廃管理責任者設置報告書

産業廃棄物の現場外保管
産廃を排出する事業所
産業廃棄物処理責任者の設置、変更等
特別管理産廃管理責任者の設置、変更

廃掃法12条3
各自治体条例
各自治体条例
各自治体条例

廃棄物処理

届出書解体、新築増築・改修工事（発注者）建設リサイクル法10条リサイクル

特定施設設置届出書
PCB保管及び処分状況等届出書

廃棄物焼却炉（特定施設）の設置等
PCB廃棄物の保管等

ダイオキシン特措法12条
PCB特措法8条

化学物質管理

建築物エネルギー消費性能確
保計画

建築物（床面積300㎡以上）の
新築、増改築

建築物省エネ法19条省エネルギー

建設等の届出緑地保全地域内での建設等行為都市緑地法8条1項緑 地 保 全

建設等の届出
建設等の届出

自然環境保全地域内での建設等行為
自然公園内での建設等の行為

自然環境保全法28条
自然公園法33条

自然環境保全

事後調査計画書
事後調査報告書

建設行為による環境影響事後調査
計画やその報告

環境影響評価法
61条及び62条

環 境
アセスメント

行為の届出書景観計画区域内での建築等行為景観法16条景 観 保 全

貯蔵、取扱いの開始届出書
消防計画作成（変更）届出書
貯蔵又は取扱いの届出
設置届
危険時の届出

圧縮アセチレンガス等の貯蔵、取扱
消防計画の作成やその変更時
少量危険物、指定可燃物の貯蔵、取扱
火気使用設備の設置
高圧ガスの危険の発見

消防法9条3
消防法8条
火災予防条例
火災予防条例
高圧ガス保安法

その他の周辺
環 境 保 全

届出書
生息地等保護区内の監視地区での
建設等の行為

種の保存法39条
生物多様性
保 全

設置届海洋施設の設置海防法18条3海洋汚染防止
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③　環境関連法を補う環境条例

　全国一律の環境関連法を補うために、都道府県や市町村の判断において、様々な環境条例が制定されてい

ます。この環境条例は、「公害防止条例」や「生活環境条例」などと呼ばれ、個別の環境課題（大気汚染や

水質汚濁等）ごとの規制ではなく、大気汚染を含む公害全般の規制を１つの条例の中で定めているケースが

一般的です。近年では、公害対策だけでなく、地球温暖化や廃棄物関連、化学物質対策なども幅広く盛り込

まれた条例も誕生し、該当する環境関連法との関連性や相違点を見極める必要性があります。

　また、環境条例には独自の俗語で「上乗せ」や「横出し」といった、地域に即した、より厳しい規制基準

を設けるケースがあります。国の規制基準を上回る（より厳しい）基準を設けた「上乗せ条例」、国の規制

対象でないものを新たに規制する「横出し条例」があり、環境関連の規制順守において注意が必要です。

　点在する複数の建設現場において、各々の場所で該当する環境条例の調査や規制基準の順守・各種届出は、

環境関連法以上に漏れのない対応が要求されます。

おわりに（建設業に身近な行政書士の役割 おわりに（建設業に身近な行政書士の役割）） 

　建設業は、他の業種と比べて環境負荷が大きいため、「環境に

配慮した建設活動」や「環境と経済活動の両立」などといった「環

境」が重要な経営課題と言えます。

　この建設業を規制する数多くの環境関連法は、年々新たな法

規制や改正が進み、企業の責任と負担は増加傾向にありますが、

中小規模の建設業者では人材不足や担当者の高齢化により、法

的要求事項への対応が年々困難な状況になりつつあります。

　私たち行政書士は、建設業界に最も身近な士業として建設業

の設立・更新等の支援や経営事項審査の支援業務を通して深く関わっていますが、環境分野に関する法的な

支援は、まだまだ十分とは言えません。

　今後、建設業に関わる行政書士は、環境分野の許認可・届出支援を始め、環境経営の仕組み作り（ISO－14001，

エコアクション－21等）のコンサルタントとして、より付加価値の高いビジネスパートナーとなり、「地球環

境と経営環境にプラスになる行政書士」を目指す必要があるのではないでしょうか。
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開 催開 催 日日

場場 所所

司司 会会

議議 長長

議事録署名議事録署名人人

構 成構 成 員員

オブザーバオブザーバーー

理事会の開催報告

本理事会では、以下７議案について審議され、全議案が可決された。

襖

襖

鴬

鴬

横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横

横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横

平成３１年４月２４日（水）、２５日（木）

虎ノ門タワーズオフィス６階「ROOM７」

山田　美之　総務部長

遠田　和夫　会長

金沢　和則（福島会）・

矢野　浩司（愛媛会）両理事

５６名のうち、５３名出席（開会時）

福士　力・鎌田　敬・増田　由明　各監事、

高橋　靖祐　選挙管理委員会委員長

【 議 案 審 議【　議　案　審　議　】】
第１号議案

「周年記念事業積立特定預金（仮称）」の新設について（案）

　行政書士法が公布された昭和２６年２月２２日から数え、行政書士制度は２０２１年２月に７０周年を迎える。その

後、８０周年、９０周年を経て、２０５１年に迎える１００周年に向けて、行政書士制度が更に広く国民に普及・認知さ

れ、頼れる街の法律家としての存在を対外的にアピールする機会として、周年記念事業への取組を計画的に

実施・遂行していくための費用を確保しておくことが必要である。

　その資金に充てるため、「周年記念事業積立特定預金（仮称）」を新設し、次の事項を定め取り扱うことに

ついて承認が求められ、異議なしで可決された。

「周年記念事業積立特定預金（仮称）」

①目　　　　　　的：２０２１年２月に迎える行政書士制度制定７０周年以降、一定期間ごとに周年記念事業を
準備し実施することに備えるための資金として計上するものである。

②積 立 の 方 法：２０１９年度より、積立の限度額を１,５００万円として積み立てる。
③目的取崩の要件：一定期間ごとに周年記念事業を準備し、実施する計画に沿って、取り崩すものとす

る。この取崩しは事業年度の開始前にあらかじめ予算計上することで、理事会の承
認を得ることとする。

④目的外取崩の要件：前項にかかわらず、目的外の取崩しを行う場合には、会長は、取崩しが必要な理由
を付して理事会に付議し、その承認を得なければならない。積立計画の中止、積立
限度額の変更についても同様とする。

⑤運　 用　 方　 法：安全かつ効率的な運用を図るものとする。
⑥そ　  の　  他：各年の積立額については、翌会計年度予算編成時において、同事業活動収入および

他の事業活動支出予算を考量のうえ設定することとする。
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第２号議案

令和元年度定時総会に上程する議案について

総会第１号議案　平成３０年度事業報告
総会第２号議案　平成３０年度決算報告（決算報告書・監査報告書）
総会第３号議案　日本行政書士会連合会会則の一部改正（案）
総会第４号議案　日本行政書士会連合会役員選任規則の一部改正（案）
総会第５号議案　令和元年度事業計画（案）
総会第６号議案　令和元年度予算（案）
総会第７号議案　役員の改選

以上の７議案を定時総会に上程することについて承認が求められ、異議なしで可決された。

第３号議案

令和元年度定時総会議事運営委員会委員の選出について

　日本行政書士会連合会会議規則第３１条及び日本行政書士会連合会議事運営委員会規則第４条に基づき、令
和元年度定時総会の議事運営委員会委員として、本会役員から以下の３名を選出することについて承認が求
められ、異議なしで可決された。
　　　理事　大塚　謙二（富山会）　　理事　藤井　　薫（岡山会）　　理事　山脇　正隆（長崎会）

第４号議案

日本行政書士会連合会行政書士制度調査委員会規則の廃止及び
日本行政書士会連合会行政書士制度調査室規則（制定案）について

　行政書士制度を取り巻く環境変化への対応を図るべく、横断的で多様な組織を再編し、より多面的かつ迅
速な情報収集活動を展開すること、あわせて制度の維持発展に有効な施策を迅速かつ的確に提案・提言する
体制を整備することを目的として、現行の行政書士制度調査委員会を廃止し、新たに行政書士制度調査室を
会則第３２条に基づく特別委員会として設置することが提案された。
　現行の日本行政書士会連合会行政書士制度調査委員会規則を廃止するとともに、新たに日本行政書士会連
合会行政書士制度調査室規則の制定について承認が求められた。異議なしで可決され、平成３１年４月２４日か
ら施行された。

日本行政書士会連合会行政書士制度調査室規則（案）
（特別委員会の設置）
第１条　日本行政書士会連合会（以下「本会」という。）は、次条に定める事業を行うため、本会会則第３２条
に定める特別委員会として行政書士制度調査室（以下「調査室」という。）を設置する。
（事　　業）
第２条　調査室は、次の事業を行う。
一　行政書士制度の維持発展のため、総合戦略的な対応方針・施策の正副会長会及び常任理事会に対する
提案及び提言に関すること。
二　行政書士制度やこれに関連する情報等の収集、分析に関すること。

陰

右

韻

宇

隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠

隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠隠

吋
吋
吋
吋
吋
吋
吋
吋

吋
吋
吋
吋
吋
吋
吋
吋
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三　過去の案件の背景や経緯を含めた情報の蓄積及び整理等の業務情報の共有化に関すること。
四　前各号に掲げる事業を遂行するために必要な事項。
（組　　織）
第３条　調査室は、会長が本会会則施行規則第２条に定める部及び同第２条の２によって設置された委員会
の各長並びに単位会の個人会員のうちから委嘱する１０人以内の者をもって組織する。
２　調査室には、室長及び副室長各１人を置く。
３　室長は、室務を総理する。
４　副室長は、室長を補佐し、室長に事故あるとき又は室長が欠けたときは、その職務を代行する。
５　室長は、必要に応じて、学識経験を有する者等を会議に招聘し、意見を求めることができる。
（任　　期）
第４条　構成員の任期は、委嘱した会長の任期と同一とする。
２　構成員は、再任されることができる。
３　構成員が任期満了により退任した場合、第１項の規定にかかわらず、後任者が就任するまで前任者が調
査室の事務を執行する。ただし、次項に基づき委嘱された構成員を除く。
４　会長は、調査室事業の継続性を確保するため、室長及び副室長以外の構成員に限り、第１項の任期を１
年以内の範囲で短縮または延長して委嘱することができる。
（顧　　問）
第５条　必要に応じ、調査室に顧問を置くことができる。
２　顧問は、室長が会長の承認を得て、期間を定めて委嘱する。
３　顧問は、室長の求めにより会議に出席し、意見を述べる。
（雑　　則）
第６条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は構成員の会議において別途定めることができる。
　附　　則
１　この規則は、平成３１年４月２４日から施行する。
２　平成２８年４月２１日施行の日本行政書士会連合会行政書士制度調査委員会規則は、この規則の施行の日を
もって廃止する。なお、令和元年度定時総会終結までの調査室の構成員については、制度調査委員会の構
成員をもってあてることとする。
３　令和元年度の制度調査委員会の事業及び予算は、調査室が設置された後は、調査室の令和元年度のそれ
にあてるものとする。

第５号議案

日本行政書士会連合会が定める規則に基づく
様式に使用される元号表記の改正に関する規則（案）について

　改元に伴う対応として、日本行政書士会連合会の諸規則に係る様式に関し、必要な措置を講じるための改
正を行うことについて承認が求められた。異議なしで可決され、平成３１年４月２４日から施行された。

（様式中の元号の改正）
第１条　日本行政書士会連合会が定めている規則（日本行政書士会連合会役員選任規則を除く。）等が規則
中に掲載の様式において用いている元号は、元号を改める政令が施行された場合には、当該政令に定め
る元号に改正されたものとみなすとともに、記載等を適宜改めるものとする。
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第６号議案

職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則の一部改正（案）について

　職務上請求書の使用期限を撤廃した規則改正の際の、様式改正漏れを是正するための改正を行うことにつ
いて承認が求められた。異議なしで可決され、平成３１年４月２４日から施行された。

第７号議案

日本行政書士会連合会徽章等規則の一部改正（案）について

　昨今、行政書士徽章のネットオークション等への出品が散見されるようになり、こうしたことを放置すれ
ば行政書士法第１９条違反等を誘発するおそれがあること等に鑑み、徽章の譲渡等を防止するため、追加条項
を新設することについて承認が求められた。異議なしで可決され、平成３１年４月２４日から施行された。

　職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則にある様式例「職務上請求書払出し履歴管理表 記入
方法」における「４．「払出し番号」「使用期限」欄 払い出した請求書の番号及びその使用期限を記入す
る」から「使用期限」、「及びその使用期限」の文言を削除し、「１．「申込日」欄及び２．「払出日」欄」の
年月日記載例を「Ｒ１年5／1」に改める。

（徽章の譲渡等の禁止）
第６条の２　会員は、交付を受けた徽章を行政書士以外の者に譲渡又は貸与をしてはならない。行政書士
でなくなった後も、また同様とする。

【 協 議 事 項【　協　議　事　項　】】
（１）令和元年度定時総会における役員選考に関する申し合わせ（案）について
（２）日本行政書士会連合会大規模災害等の対策に関する規則（案）について
（３）日本行政書士会連合会事務局職員就業規則の一部改正（案）について
（４）日本行政書士会連合会事務局職員育児・介護休業等規則の一部改正（案）について
（５）嘱託職員就業規則の一部改正（案）について

【 報 告 事 項【　報　告　事　項　】】
（１）法改正の推進について
（２）令和元年度定時総会日程について
（３）令和元年度会長選挙日程について
（４）「建設業法と建設業許可の実務」の発刊について
（５）「申請取次事務処理の手引き」について
（６）令和元年度行政書士試験協力事務に関する文書について
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第　１　部　法教育担当者会議（１０時～１１時）

　初めに、北海道会から以下の報告がありました。

　北海道会の平成29・30年度の取組については下表

のとおりです。主に高校生を対象に、普段生徒が学

校で勉強している分野に関連のある法教育を実施し

ている旨が発表されました。 

　平成３１年３月１１日（月）、北海道札幌市において北

海道地方協議会法教育担当者会議を開催しましたの

で御報告いたします。

開　催　日　　平成３１年３月１１日（月）

場　　　所　　北海道行政書士会　会議室

　　　　　　　札幌東商業高等学校

　今回の担当者会議は、北海道行政書士会札幌支部

において同日に実施された法教育授業と合わせての

開催となり、北海道地方協議会の法教育担当者と日

行連総務部による活発な意見交換がなされました。

　司会進行：向井隆郎（日行連総務部員）

出 席 者：宮元仁（日行連常任理事・北海道会会

長）、菊地淳史（同会副会長・日高支

部長）、長谷川征輝（同会広報部長）、

甲田啓一（同会対外広報推進委員会委

員長・室蘭支部長）、酒勾桂子（同会

理事・札幌支部長）、長島靖子（同会

理事・講師、第２部から出席）、荒岡

克巳（日行連副会長）、山田美之（日

行連総務部長）、藤井薫（日行連総務部

次長） 

＜総務部＞

北海道地方協議会において法教育担当者会議を開北海道地方協議会において法教育担当者会議を開催催

　北海道会では、約６年前に「法教育」という言
葉を耳にしたときから関連情報の収集を始め、当
初は小学生向けに食品表示法についての授業を実
施しました。これは、普段から子供たちにとって
身近なお菓子の箱に着目し、箱に書かれたマーク
にはどのような意味があるのかを見て学ぶことで、
資源の循環について理解を深めることを目指しま
した。また、授業冒頭では、行政書士の紹介の寸
劇を行いました。

職業体験（法教育講義と合わせて
パスポートセンターへ同行体験）

普 通 科

① 行政書士について
②「私がパン屋さんになるために」

フードシステム科

「簿記は人生を変える」会 計ビ ジ ネ ス 科

① 身近な契約・印鑑
② 農地法・農業法人について

農 業 高 校

簿記会計の活用・重要性について会 計 学 科

① 実用新案登録出願について
② SNS犯罪に巻き込まれないために

工 業 高 校
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　日行連側から各単位会の取組について紹介が行わ

れ、埼玉会・石川会・岡山会・大分会の法教育授業

について説明を行いました。

　質疑応答では、北海道会は法教育を支部で実施し

ているため、本会との役割分担に苦慮しているとし

て、他の単位会における対応を中心に話し合われま

した。また、実施のポイントとして、小学生には保

護者等も視野に入れること、高校生には職業選択を

考慮することが大切であるとの意見も発表されまし

た。最後は法教育授業に積極的な協力校との関係を

大切にすることについて意見が一致しました。

○北海道会による法教育授業（１３時３５分～１５時２５分） 

　同日午後、札幌東商業高等学校で行われた北海道

会による法教育授業の視察を行いました。長谷川広

報部長による司会で、宮元会長の挨拶に続き、長島

会員の授業が始まりました。札幌東商業高等学校で

は普段から簿記の勉強に力を入れていることを考慮

し、今回の法教育は行政書士業務に関連した財務諸

表（帳簿作成）についての講義が行われました。女

子生徒が多数を占める学校であることから、特に講

師自らが女性として働く中で感じたことを生徒へ伝

える場面では、真剣に聞き入る生徒の様子が見受け

られました。授業の最後には北海道会マスコット

キャラクター「たくまくん」が登場し、学校関係者、

生徒、北海道会関係者、日行連視察団で記念写真を

撮影し終了となりました。 

授業概要
視察先：札幌東商業高等学校
対　象：１・２年生　１５７名
講　師：北海道会理事　長島靖子
テーマ：「行政書士の仕事からみる財務諸表」
内　容：・「簿記（帳簿記入）」の目的
　　　　・行政書士の仕事って？
　　　　・財務諸表と関わる業務（許可関連）
　　　　・財務諸表と関わる業務（帳簿作成）
　　　　・財務諸表の重要さ
　　　　・働くことを通して感じたこと
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第　２　部　法教育担当者会議（１６時～１７時）

　法教育授業視察後、講師の長島会員も交えて第２

部法教育担当者会議を開催しました。

　全体として商業高校特有の内容であったことを振

り返り、今回は簿記のスキルをいかして働く女性を

イメージした、生徒の勉強の意欲が湧くような授業

をしてほしいという学校からの要請があったことが

宮元会長から述べられ、学校の求めに応じた内容で

授業が行われたことが報告されました。また、次年

度以降の法教育授業についても学校側から要請を受

けていることが発表されました。一方で、法教育授

業の実施においては講師不足が課題であり、講師の

確保が急務であるという認識を共有し、各単位会で

元教員等の人材を活用していきたいとの意見が出さ

れました。北海道会では毎回、授業終了後にアンケ

ートを実施し、その結果をホームページに掲載する

ことで、実施者側のモチベーションを保っていると

の取組も発表されました。

視察を終えて 総務部次長　藤井　　薫

　今回、初めて法教育授業を視察させていただきました。授業内容は、事前に学校と綿密な打合せを行

い、学校の要望を十二分に取り入れたもので、このように学校のニーズに合った内容とすることが大切

であると感じました。

　法教育は、社会貢献事業である一方、行政書士制度のPRにもつながります。まだ実施していない単位

会におかれましては、北海道会の事例を参考にされまして、是非とも早い機会に実施されますようお願

い申し上げます。

平成３０年度を振り返って 副会長　荒岡　克巳

　平成３０年度は、石川会と北海道会が実施された法教育を視察しました。

　日行連が行ったアンケート結果によると、法教育を行っている単位会は全国で未だ２７単位会です。た

だし、地協単位で見ると全国８地協のうちで、少なくとも１単位会以上が法教育を実施されています。

将来を担っていく若い世代にも、法教育を通じて行政書士制度を知ってもらうことは大いに意義のある

事業であると考えます。

　是非とも各地協の会議で法教育を議題に取り上げていただき、実施済の単位会から実情を伺うなどし

て、更に多くの単位会で取り組まれることを期待いたします。

減
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現
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遠田会長が天皇陛下御即位三十遠田会長が天皇陛下御即位三十年年
奉祝委員会委員に就奉祝委員会委員に就任任

「天皇陛下御即位三十年を寿ぎて」

　天皇陛下におかれましては、御即位三十年の嘉節をお迎えになられましたことを、謹んでお祝い申し

上げます。天皇陛下におかれましては、国家の安泰と国民生活の安寧のために常にお心を砕かれ、また、

近年は多発する自然災害の折々に皇后陛下と御一緒に被災地域を訪れて、被災者の方々を慰問されるお

姿に崇敬の念を抱きますとともに深甚なる感謝を申し上げます。

　行政書士制度は、本年２月２２日に、行政書士法公布より６８年目を迎えます。その長い歴史を振り返り

ますと、まず一番に思い出されるのは、天皇皇后両陛下の行幸啓を賜り、平成１３年２月２２日に挙行いた

しました「行政書士制度５０周年記念式典」です。

　私は、当時、佐賀県行政書士会副会長の職にあり、式典に出席しておりました。「行政書士は、常に

変化する社会の中にあって、その業務を通じ、国民がその権利や利益を守ることを助け、また、行政手

続の円滑な実施に役立ち、我が国の経済社会の安定と発展に寄与してきた。」との陛下のお言葉に感激し、

そのときに感じた行政書士としての矜持を、日本行政書士会連合会会長となった現在も業務の励みとし

ております。

　あの式典から１７年の歳月が過ぎ、行政書士に求められる役割も変化してきております。我が国におけ

る社会情勢の変化は目まぐるしく、情報技術の進歩により、近い将来、我々行政書士の業務をAIが担う

ようになると言われる一方で、近年の日本で働く外国人の急増や空き家問題をはじめとした社会問題の

解決においては行政書士の活躍が期待されております。また、超高齢化社会を迎え、成年後見人をはじ

めとした高齢者支援活動や、近年多発する自然災害に際しては、各被災地域で被災された方々や被災さ

れた自治体への支援活動を行うなど、国民と行政の様々な要望に応えるために、行政書士として培った

知識と経験をもって活動の幅を広げてまいりました。

　これからも、天皇陛下のお言葉のとおり、「国民生活に密着し、国民と行政とを繋ぐ行政書士」として、

研鑽を重ねて、国民に寄り添い、社会の発展の寄与に努めてまいります。

　天皇皇后両陛下の益々の御健勝と皇室の弥栄を心から御祈念申し上げ、お祝いの言葉とさせていただ

きます。

　天皇陛下御即位三十年にあたり設立された「天皇陛下御即位三十年奉祝委員会」からの要請を受けて、遠

田会長が奉祝委員に就任し、同委員会の設立総会や「天皇陛下御即位三十年奉祝感謝の集い」など一連の行

事に参加しています。

　以下のとおり、天皇陛下への感謝と御即位三十年のお祝いの言葉を寄せさせていただきました。天皇陛下

御即位三十年奉祝委員会ホームページに「各界からの声」として掲載されています。
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遺産分割協議書の作成及びその内容に
基づく預貯金の払出し手続について

 Info 

１
＜法規監察部＞

 はじめに
　法規監察部では、本誌７月号（No.548）において、「遺産分割協議書の内容に基づく預貯金の解約代理につ

いて」と題し、照会回答を土台としながら若干のプラスアルファもして、皆様にお知らせいたしました。

　今般、その延長線上で、本会法務業務部を通じて関連する案件の照会があり、法規監察部において慎重審

議の上、法規監察部としての見解をお示ししました。そこで、前回と同様、担当部の御厚意と常任理事会の

意向により、続編として、皆様にお知らせすることといたします（本稿の取りまとめは法規監察部長におい

て直接担当しました）。

 事案の概要
　行政書士が「遺産分割協議書の作成」と「作成した遺産分割協議書に基づく預貯金の払出しの代理」につ

いて委任を受け金融機関に申し出たところ拒否されたことについて、単位会より照会があり、担当部である

法務業務部で検討された回答案とともに、法規監察部宛に確認依頼がまいりました。

<単位会照会の概要>

【法令名及び条項号】

【具体的な照会事項】

【単位会見解・根拠】

　行政書士法第１条の２第１項、弁護士法第７２条

⑴　相続人全員が同意した内容の遺産分割協議書を行政書士が作成することは弁護士法第72条に違反す

るか。

⑵　行政書士が、被相続人の相続人らの代理人として、上記遺産分割協議書に基づき被相続人名義の預

貯金の払出しを行うことは弁護士法第72条に違反するか。

⑴　行政書士法第１条の２第１項により、相続人間に争いのない遺産分割における遺産分割協議書の作

成は、行政書士の業務であり、この遺産分割協議書に基づき相続人から委任を受けて行う相続貯金の

払戻し手続は付随業務として認められている。

⑵　ところが、昨年まで、行政書士が遺産分割協議書に基づき相続人から委任を受けて行う相続貯金の

払戻し手続を認めていた○○農業協同組合は、その後、行政書士の上記払戻し手続を拒否していると

の情報が数件寄せられた。

⑶　そこで、本会は、平成２９年１２月２９日に上記農協に対し、行政書士による上記貯金払戻し手続きに応

じるよう申し入れた。
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⑷　ところが、平成３０年７月１２日、上記農協の代理人弁護士から、遺産分割協議自体が法律事務に該当

し、これを他人が関与しているような場合には、協議への関与から協議成立後の貯金解約代理行為ま

でが一体として弁護士法第７２条違反と解される可能性が考えられる旨回答してきた。

⑸　しかしながら、過去の裁判例や判例からも当該農協の主張は誤りであると思料するので本申出に及

ぶ。

　本会は、相続人全員が同意した内容の遺産分割協議書を行政書士が作成することは行政書士法第１条

の２第１項の権利義務に関する書類の作成に該当し、行政書士が、被相続人の相続人らの代理人として、

上記遺産分割協議書に基づき被相続人名義の預貯金の払出しを行うことは委任権者からの委任に基づく

行為であり、また当該業務の付随業務に関する行為でもあると考え、弁護士法第７２条に違反しないと考

える。

　東京地裁平成２７年７月３０日判決は「亡〇〇の相続手続に関し、将来法的紛議が発生することが予測さ

れる状況において書類を作成し、相談に応じて助言指導し、交渉を行ったものと言わざるを得ず、係る

業務は行政書士の業務に当たらずまた、弁護士法第７２条により禁止される一般の法律事件に関する法律

事務に当たることが明らかである」と判示し、又、東京地裁平成５年４月２５日判決が「相続財産、相続

人の調査、…遺産分割協議書等の書類の作成、右書類の作成にあたって〇〇等に遺産分割についての被

告の意向を伝え、右各書類の内容を説明することについては行政書士法第１条に規定する『権利義務又

は事実証明に関する書類』の作成にあたるので行政書士の業務の範囲内であるが、…遺産分割について

紛争が生じ争訟性を帯びてきたにもかかわらず、〇〇等と折衝することは、単に行政書士の業務の範囲

外であるというばかりでなく、弁護士法第７２条の『法律事務』に該当し、いわゆる非弁活動になる」と

判示しており、最高裁平成２２年７月２０日第一小法廷判決は、「…交渉において解決しなければならない法

的紛議が生じることがほぼ不可避である案件に係るものであったことは明らかであり、弁護士法第７２条

にいう『その他一般の法律事件』に関するものであったというべきである」と判示している。

　これらの判決からすると、「当該被相続人の法定相続人全員が同意した遺産分割協議書に基づく相続

貯金の払戻し手続きを行うことに応じること」については、何ら弁護士法第７２条の「一般の法律事件」

に関する「法律事務」に該当しないと考える。

（注）下線等文章は、個人等を特定する文言を除き単位会照会のまま。

〈上記⑷○○農業協同組合回答補足〉

　上記⑷（実は○○弁護士会の見解）を前提に、代理人弁護士が、「法令遵守を徹底するために、」「行政書

士を代理人とする貯金の解約代理行為は認めません」として、行政書士による一切の貯金の解約代理行為の

否定を結論付けています。

　法務業務部回答案

　「貴会お見込みの通り、弁護士法第72条には該当しないものと思料する。」

 法規監察部の検討結果
　業際という事柄の性質上、結論に至る本会としての思考過程をお示しすることが重要ではないかと考え

「前提」、「基本的視点」、「遺産分割協議書の作成から関わる場合」、「遺産分割協議から関わる場合」等を整

理した上、法規監察部としての見解を法務業務部宛に回答いたしましたので、以下のとおり掲載いたします。
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内閣総理大臣主催「桜を見る会」に出席
 Info 

２

＜日行連参加者＞　遠田和夫会長（佐賀会）、荒岡克巳（埼玉会）・縮修
二（山形会）・野田昌利（福岡会）各副会長、福田守専務理事（群馬会）、
山田美之常任理事（大分会）、田村格（岩手会）・金沢和則（福島会）・中
村利雄（千葉会）・吉松昌晃（埼玉会）・秋山賢治（群馬会）・佐藤廣之
（岐阜会）・若林三知（三重会）・髙尾明仁（大阪会）・笠野義二（和歌山
会）・粟藏富雄（兵庫会）・石川秀幸（香川会）・松村和人（徳島会）・山
本大樹（愛媛会）・堀誠（大分会）・濵田哲郎（宮崎会）各理事、小林八
重子北海道会副会長、細川榮子岩手会副会長、横山眞栃木会会長、平岡康
弘静岡会会長、前田望愛知会会長

＜日政連参加者＞　山下寛会長（福井会）、千葉一明（秋田会）・有田敬
（鳥取会）・髙杉千河生（山口会）各副会長、長澤邦男副幹事長（富山会）、
小泉誠（福島会）・髙橋眞（宮城会）・堤俊郎（東京会）・國井豊（茨城
会）・岡伸（山梨会）・相羽利子（新潟会）・坪川貞子（福井会）・池垣真
理子（京都会）・野津好正（島根会）・安井健（岡山会）・山﨑三郎（長崎
会）・上江洲健（沖縄会）各幹事、畑光相談役（東京会）、中山正道監事
（静岡会）、佐々木政勝日政連宮城県支部長、加藤幹夫神奈川行政書士政
治連盟会長、佐藤彊神奈川行政書士政治連盟副会長、井上吉秋山梨県行
政書士政治連盟幹事長、白木純沖縄県行政書士政治連盟副会長

　平成３１年４月１３日（土）午前、東京都新宿区の新宿御苑にて、安倍晋三内閣総理大臣主催の「桜を見る会」
が開催されました。
　当日は、天候に恵まれ、春らしい穏やかな陽気の中、安倍総理を始め各界の著名人が多数参加され、約１
万８,２００名の招待者で会場は大きな賑わいを見せました。
　日行連及び日政連からは、遠田日行連会長及び山下日政連会長ほか、多くの関係役員が招待され、同伴の
御家族の方と共に、華やかな雰囲気と満開の桜を楽しみながら、和やかなひとときを過ごされました。
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知的資産業務一覧等の改訂について
 Info 

３
＜国際・企業経営業務部　知的財産部門＞

　この度、国際・企業経営業務部知的財産部門では、著作権相談員として新規登録された会員を対象に配付

していた『知的資産業務一覧』、『知的資産契約マニュアル』、『知的資産業務Q&A』の改訂を行いました。

　平成３０年改正著作権法、TPP１１整備法や不正競争防止法等の関係法令の改正等、現在の状況に即した内容

に修正し、より多くの行政書士会員が知的資産・知的財産に関連する業務の基礎を学ぶ機会を設け、業務に

取り組むきっかけになればと考えています。

　改訂版の『知的資産業務一覧』等は、電子版（PDFファイル）を会員専用サイト「連con」にて公開して

いますので、既に著作権相談員に登録されている方、及び新規に著作権相談員になられた方は、こちらから

ダウンロードしてください。

　今後、紙媒体での冊子配付の予定はありません。電子版を御活用くださいますようお願いいたします。

公開先：連con内「『知的資産業務一覧』『知的資産契約マニュアル』『知的資産業務Q&A』（改訂版）の

公開について」

日本行政書士会連合会

行政書士ができる

知的資産業務一覧

魅力 満載！

知的資産
バイブル
vol．1
（改訂版）

知的資産業務一覧

（改訂版）

知的資産契約マニュアル

知的資産
バイブル
vol. 3
（改訂版）

知的資産業務Ｑ＆Ａ

魅力満載！

行政書士のための

日本行政書士会連合会

知的資産業務Q&A
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一般財団法人建設業情報管理センターと
業務提携に関する協定書を締結

 Info 

４
＜許認可業務部＞

　平成３１年３月２７日、建設業の健全な発展に寄与することを目的として、指定機関の時代から経営状況分析

において数々の実績を有する一般財団法人建設業情報管理センター（登録番号１）と業務提携に関する協定

書を締結いたしました。協定書では、本会の講習会等に関する開催支援や建設業に関するソフトの無償提供、

本会からの建設関係業務に関する調査研究情報の提供、建設産業施策・建設業界に関する相互の情報交換な

どを行うこととしています。

　建設業界においては、許可制度の見直しも含めた建

設業法の改正が予定されているほか、平成３１年４月１

日からの建設キャリアアップシステムの本格運用の開

始、これと連動した建設技能者の能力評価制度の構築

など様々な施策が進められているところです。行政書

士は、建設業関連業務に携わる法律専門家として、こ

れらの取組への積極的な関与が期待されています。

　今回の業務提携を通じて、今後とも建設業の健全な

発展に寄与・貢献するとともに、行政書士制度の拡充

に尽力してまいります。

登録委員会からのお知らせ

　行政書士は、その業を廃止しようとするときは、遅滞なく、その旨を所属の行政書士会を経由して日
本行政書士会連合会に届出なければならないとされています（行政書士法施行規則第１２条）。
　また、その手続は、行政書士法第７条の４及び日本行政書士会連合会会則第５３条に基づき規則で定め
ることとなっており、登録の抹消日については、日本行政書士会連合会が行政書士登録抹消届出書を受釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫け付けた日又は届出者が希望する廃業日のいずれか遅い日とすることとしています（行政書士登録事務釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫取扱規則第２４条の４）。
　行政書士業務の廃止を予定されている方は、廃止予定日が決まった場合、事前に所属の行政書士会に
御連絡いただき、所属の行政書士会の案内に従い、その旨を届出いただきますようお願いいたします。
　なお、廃止予定日を月末とされる場合は、必ず当該月内に届出書が所属の行政書士会から日本行政書
士会連合会に到達することが条件となりますので、所属の行政書士会に手続日程等を御確認の上、お手
続きください。

※廃業を予定する月内に届出書が日本行政書士会連合会へ到達しなかった場合、上記規定により抹消日
が翌月となるため、所属の行政書士会において翌月分の会費が発生する場合がありますので十分に御
留意ください。

行政書士業務を廃止される方へ
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　神奈川会では２月２２日に「行政書士記念日」の事業として、毎年県民
の皆様に向けたイベントを開催しています。今年は昨年大好評だった講
談師の田辺凌鶴先生を再びお迎えし、ユキマサ座長のもと『講談×相談
フェア』を開催しました。
　言葉の世界にグッと引き込まれる講談。「ペット法務の行政書士」とい
うオリジナルの一席では、力
強く、そして分かりやすく、
行政書士の仕事をお話いただ
きました。
　昨今の講談ブームもあって、
受付開始前から多くの市民の
皆様が来場され、盛会のうち
に幕を閉じました。

各単位会の取組をお知らせします。各単位会の取組取取 をお知らせします。

「行政書士記念日」スペシャルイベント
を開催

神奈川県
行政書士会

　青森会では、平成３１年３月８日、青い森信用金庫（本店：青森県八戸市）との間で「包括的連携に関する
協定」を締結いたしました。
　多様化するニーズへの対応や、地域に根ざしたサービスを提供するといった両者の共通した取組を迅速・
的確に行うことを目的とし、中小企業との取引に強みを持つ信用金庫と同じく中小企業の抱える問題点に対
応してきた行政書士会とが連携することで、相乗効果となり、地域の活性化に大きく貢献するものと考えて
います。
　当日は、日當青森会会長を始め３名の副会長が青い森信用金庫本店を訪れ、同信用金庫の益子理事長ら担
当役員の皆様との懇談の後、協定締結式に臨みました。
　締結式において日當会長は、「当会には県内隅々に３４０
人余りの会員がおり、それぞれが中小企業の個別の問題
点に対応してきた経験があることから、貴信用金庫に貢
献できるものと考えます。」とあいさつし、益子理事長か
らは「起業や事業継承に係る許認可の取得、相続や成年
後見制度に関する諸問題及び外国人労働者の雇用対策な
ど、行政書士会のノウハウを活用させてもらいたい。」と
いったお話をいただきました。
　今後は、信用金庫各店舗でのお客様相手の相談会や信
用金庫職員に対する研修会などを開催し、なお一層の地
域活性化と産業の振興に貢献してまいりたいと思います。

青い森信用金庫と包括的連携協定を締結青森県
行政書士会
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会員の皆様へ
職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関するお願い

　行政書士は、誠実にその業務を行うとともに、行政書士の信用又は品位の保持に努めなければなりま
せん。
　特に職務上請求書の使用にあたっては、戸籍法及び住民基本台帳法の規定により、行政書士等の資格
者が職務上必要ある場合に限り行使できることとされており、限られた資格者にのみ認められた国民利
便のための制度であるため、個人情報保護、人権の擁護などの観点からも高い倫理意識に基づいた厳正
な取扱いが求められ、職務上請求書の偽造、不正使用、人権侵害のおそれがある戸籍等の取得は決して
許されることではありません。
　会員各位におかれましては、「戸籍法」、「住民基本台帳法」、「行政書士法」、本会の「職務上請求書の
適正な使用及び取扱いに関する規則」等の趣旨を十分に理解され、適正な使用及び厳格な取扱いに努め
ていただきますよう、何とぞよろしくお願い申し上げます。
　なお、職務上請求書の払出し方法については、各単位会で運用が異なりますので、所属単位会の関係
規則等を御確認願います。

　兵庫会では、平成３１年２月２２日の行テラス事業の開始に合わせ、「行政書士による大規模災害の備えと支援
を考える」をテーマとして、「行政書士記念日 市民公開講座IN姫路」を姫路キャスパホールにて開催いたし
ました（参加者１９８名）。
　本会は、兵庫県（企画県民部）を始め、県下全４１市町のうち３７市町、国土交通省神戸運輸監理部兵庫陸運
部及び姫路自動車検査登録事務所と大規模災害時における被災者支援協力に関する協定を締結しています。
本公開講座は、この支援対応の一環として、「行政書士記念日」が災害と行政書士の関わりを認識していた
だく良い機会になればという思いから実施しました。
　講座は、村山兵庫会会長の開会挨拶で始まり、田中基康兵庫県中播磨県民センター長、石見利勝姫路市長、
今里朱美姫路市議会議長から行政書士の活躍に期待を込めた御挨拶をいただきました。
　また、遠田日行連会長の御臨席を賜り、行政書士を取り巻く環境とこれからの行政書士制度についてのお
話を交えながら御挨拶を頂戴しました。
　井口熊本会会長からは、熊本地震の報道映像を用いて熊本会会員の皆様の活動が紹介され、当時の被災現
場の息遣い、各所との連携や支援状況について、臨場感をもって御講演をいただき、来場者の多くが感銘を
受けました。
　熊本会におかれては、他会においても震災時支援に対する報告等の活動をされたとお聞きしました。遠田
会長のお話と合わせて、こういった活動を日行連の主導で、事業的な取組にしていただければ、行政書士制
度の理解度やその信頼性の向上にも、非常に有効なものになるのではないかと感じました。
　最後は、田中兵庫会姫路支部長の閉会の挨拶で成功裏に終了いたしました。

「行政書士記念日 市民公開講座IN姫路」
を開催しました

兵庫県
行政書士会

 【プログラム】
 第１部　　講演「熊本地震における行政書士の支援活動について」
 　　　　　　熊本県行政書士会　会長　井口　由美子 氏
 第２部　　講演「姫路市の防災行政について」
 　　　　　　姫路市市長公室 危機管理室　室長　松本　好正 氏
 第３部　　基調講演「災害からいのちと生活財を守るために」
 　　　　　　北海道大学　名誉教授　関　孝敏 氏
 第４部　　報告「兵庫県行政書士会の取り組みについて」
 　　　　　　兵庫県行政書士会　総務部担当副会長　山下　智子 氏
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2019.4/Apr

登録委員会
【登録審査】
１　審査件数（１２０件）
２　その他

２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２日日
（火（火））

桜を見る会１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３日日
（土（土））

期末監査（～１６日）１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５日日
（月（月））

登録委員会
【登録審査】
１　審査件数（２００件）
２　その他

１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６日日
（火（火））

申請取次実務研修会（高松）
（受講者１０１名）

１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８８日日
（木（木））

正副会長会
【協議事項】
１　常任理事会の合議事項等について
２　理事会の議案等について
３　その他

常任理事会（～２４日）
【合議事項】
１　理事会の議案等について
２　改元に伴う現行の職務上請求書の訂
正方について

３　著作権普及に係る三者協定について

２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３日日
（火（火））

理事会（～２５日）
【議案審議】
第１号議案：「周年記念事業積立特定預金

（仮称）」の新設について（案）
第２号議案：令和元年度定時総会に上程す

る議案について
第３号議案：令和元年度定時総会議事運営

委員会委員の選出について
第４号議案：日本行政書士会連合会行政書

士制度調査委員会規則の廃止
及び日本行政書士会連合会行
政書士制度調査室規則（制定
案）について

第５号議案：日本行政書士会連合会が定め
る規則に基づく様式に使用さ
れる元号表記の改正に関する
規則（案）について

第６号議案：職務上請求書の適正な使用及
び取扱いに関する規則の一部
改正（案）について

第７号議案：日本行政書士会連合会徽章等
規則の一部改正（案）につい
て

２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４日日
（水（水））



2019.6　No.55926

　　新規　に申請取次業務を行うことを希望される方へ

「行政書士申請取次事務研修会」の御案内
主催：日本行政書士会連合会

開催地：札幌

【申込手続に関する照会先】全行団　行政書士申請取次関係研修会受付係　受付照会 TEL 03−6450−1622

わが国の出入国管理制度と入国・在留資格審査における取扱い
等に関する理解を深め、事務手続能力の修得を目指します。

趣趣　　旨旨

新規に申請取次業務を行うことを希望する行政書士
※行政書士証票の交付後に、御自身の登録番号を確認の上、お申込み
ください。

対対　　象象

2019年7月12日（金）10時30分～17時（受付開始10時）
※１０時３０分の開講までに必ず御来場ください。大幅な遅刻など受講の
状況により修了証書を交付できない場合がありますので、御注意く
ださい。

日日　　時時

メルキュールホテル札幌
（北海道札幌市中央区南4条西2丁目2－4）

会会　　場場

下記申込票兼連絡票に記入し、FAX【03－6756－9885】
宛てにお申込みください（右図＜受講申込の手順＞を御参照く
ださい）。
なお定員に達した場合、先着順での受付とさせていただきます。
※２営業日以内に返信FAXが届かない場合に限りお問合せください。

申込方申込方法法

30,000円（消費税込）
※一度納入された受講料は、不参加の場合や単位会の処分等により受
付拒否事由に該当している場合でもお返しできません。
※振込期限までに御入金がない場合は申込キャンセルとして取り扱い
ます。

受 講受 講 料料

2019年6月14日（金）9時～6月24日（月）17時　厳守
※上記受付期間外のFAX送信及び複数送信は、固くお断りしています。

受付期受付期間間

当日、理解度を確認する効果測定を実施いたします。
※効果測定の結果、基準に到達せず「入管業務を適正に行う知識を著
しく欠く者」と判定された場合、修了証書は交付されません。予め
御承知おきください。

効果測効果測定定

私は、留意事項について承諾し、下記研修会に申し込みます。
2019.7.12（金）開催　行政書士申請取次事務研修会（於：メルキュールホテル札幌）

ＴＥＬ下欄には、行政書士証票のとおりに記入（括弧表示がある場合はそれも記入）

（　　　　　　　　　）

ふりがな
受講者氏名

ＦＡＸ

登録番号

〒
事務所住所

行政書士申請取次関係研修会 申込票兼連絡票

お申込先　FAX【03−6756−9885】

留意事項
○ 御記入いただいた個人情報は、本研修の実施並びに各単位会における取次行政書士の管理のほかには利用いたしません。
○〈本「事務研修会」は新規向けの研修です〉更新向けの「実務研修会」とは異なりますのでお申込みには十分御注意ください。
○〈持参品〉受講票及び行政書士証票とともに筆記用具（鉛筆又はシャープペンシル、消しゴム）を必ず御持参ください。
○〈修了証書〉効果測定の結果は、研修会後２週間程度で通知いたします。基準に到達された方には、修了証書を同封します
（本研修会の修了証書は交付の日から１年を経過すると失効しますので、御注意ください）。なお、修了証書の氏名について
は、行政書士証票に記載されている氏名で発行いたします。

○〈刑事処分、知事による処分、単位会による処分等を受けている場合〉新規又は更新の申出後、受付ができない場合があり
ますので御所属の単位会にお問合せください。

○〈ホームページでの情報掲載〉効果測定に係る事前予習用参考資料等、申請取次関係研修に関する各種情報を次の場所に掲
載しています。

　【 掲載場所：会員ページ（連con）＞中央研修所＞申請取次関係研修に関するお知らせ 】
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　日本行政の発送は、行政書士名簿にある会
員の事務所所在地と当該会員の氏名を表記し
てお届けしています。

◦お届け先に事務所名の表示しかなく、会員
氏名が表示されていないため返送されてく
る事例が多々あります。事務所の入口に会
員氏名を明確に表示されるか、最寄りの郵
便局に事務所内の御本人宛に送付してもら
えるよう届け出を行ってください。
◦事務所所在地に変更があった場合は、速や
かに所属単位会にお届け願います。また、
最寄りの郵便局への転送依頼届けもお忘れ
なく。

　広報部では日本行政が返送されてきた場合、
所属単位会に宛名の調査の依頼を行うととも
に、それが確認されるまで以降の発送を停止
いたします。

◦発送停止の解除は、所属単位会に依頼した
宛名調査の結果に加え、事務所所在地の変
更があった場合には、所属単位会を通じ日
行連登録委員会に提出される当該会員の変
更登録申請の処理手続の結果により行いま
す。

　事務所所在地に変更がないのに日本行政が
届かなくなった場合は、お早めに日行連事務
局までお問合せください。

◦発送停止期間中のバックナンバーを希望さ
れる場合、在庫管理上、直近発行号を含み最
長６か月までとさせていただきますので、
あらかじめ御了承願います。

　日本行政の正確・迅速な
お届けのため、皆様の御理
解・御協力をよろしくお願
いいたします。

◆登録者数（平成３１年４月末日現在）
４８,０６７名合 計　 　
6,826名女41,241名男内 訳　 　
6,360名女39,692名男・個人事務所開業
219名女1,076名男・行政書士法人社員
247名女473名男・使用人行政書士

◆異動状況（平成３１年４月中の処理件数）
３１２名新規登録　合　計
74名女238名男　　　　　内　訳
１４６名登録抹消　合　計
21名女125名男　　　　　内　訳

113名　　　　　・廃　業
32名　　　　　・死　亡
1名　　　　　・その他

◆法人会員（平成３１年４月末日現在）
８３８法 人 事 務 所 数
515・主たる事務所数（行政書士法人数）
323・従たる事務所数

　時が経つのは早い、もう今年も３分の
１を経過してしまった。
　今年は正に歴史に残る年である。日本の紀元でいうと
２６７９年、昭和では９４年、先日新元号が発表公布された。
新元号は「令和」である。全ての国民が明るく楽しい幸
せな人生を送れるように、との思いを万葉集から引用し
たそうである。
　私の地元の日刊紙には、明治―大正―昭和―平成を生
き抜いてきた１１１歳のおばあちゃんの話として「私の父の
名前は『和』だよ」と喜びもひとしおだと報じている。
　４月３０日の天皇陛下の退位、５月１日の皇太子殿下の
即位を経て、いよいよ「令和元年」の始まりである。マ
スコミによれば、今までの元号は中国古典から引用され
ており、国書からの引用は初めてではないかと報じられ
ている。明治、昭和の一時期、暗い時代もあったが、新
憲法により平和な社会が取り戻され、「令和」の時代が始
まった。私たちも万葉集の「令和」にちなみ、行政書士
としての職責を思い、国民に寄り添いながら、お役に立
てるよう、平和な社会の中で使命を全うしていきたいと
思う今日この頃である。

会員の動き

広報部員のひとり言
from

EDITORS
　　　　　
（岡）


